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産前産後期間に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼） 

 

 

 

今般、国民年金第 1号被保険者の産前産後期間の保険料免除制度周知用のリーフレ

ットが作成され、厚生労働省子ども家庭局母子保健課より当該制度の周知に係る事務

連絡が各都道府県等母子保健主管部（局）宛てになされ、本会宛てに周知方依頼が参

りましたのでご連絡申し上げます。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市区医師会及

び会員に対する情報提供についてご高配のほどお願い申し上げます。 

 

  

産前産後期間に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼） 

（厚生労働省子ども家庭局母子保健課 令和 2年 8月 24 日付事務連絡） 

 別添１：「国民年金第 1号被保険者の産前産後期間に係る保険料免除制度の周知に

ついて」（厚生労働省年金局事業管理課長  令和 2年 8月 24 日付事務連絡） 

 別添２：「産前産後期間に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼）」

（厚生労働省子ども家庭局母子保健課 令和 2年 8月 24 日付事務連絡） 

 別添３：産前産後期間に係る国民年金保険料の免除についてのリーフレット 

 参考：「産前産後期間に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼）」

（厚生労働省子ども家庭局母子保健課 平成 30 年 11 月 8 日付事務連絡）



事 務 連 絡 
令 和 ２ 年 ８ 月 2 4 日 

 公益社団法人 日本医師会 御中 
 
 

 
厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

 

 

産前産後期間に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼） 
 
母子保健行政の推進につきましては、平素から格段の御配慮を賜り厚く御礼

申し上げます。 
今般、厚生労働省年金局事業管理課長より、産前産後期間に係る国民年金保険

料の免除（以下、「産前産後免除」という。）の利用を促進する目的から、別添１

のとおり事務連絡が発出されたことを受けて、当課から各都道府県及び保健所

設置市、特別区の母子保健主管部（局）に対し、別添２の事務連絡を発出したこ

とをお知らせいたします。 
つきましては、貴会におかれましては、別添の内容についてご了知いただき、

貴会会員へご周知いただきますようお願い申し上げます。 
 
                 

記 
 

別添１：「国民年金第１号被保険者の産前産後期間に係る保険料免除制度の周知

について」 

 
別添２：「産前産後期に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼）」 
 
別添３：「産前産後期に係る国民年金保険料の免除についてのチラシ」 
 
参考：「産前産後期に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼）」 

（平成 30 年 11 月８日母子保健課発出） 

 

 



事 務 連 絡 
令 和 ２ 年 ８ 月 2 4 日 

 
地方厚生（支）局 
 年金調整課長 殿 
 年金管理課長 殿 
 

厚生労働省年金局事業管理課長 
 

 

 

国民年金第１号被保険者の産前産後期間に係る保険料免除制度の周知について 
 

 
国民年金第１号被保険者の産前産後期間の保険料免除（以下「産前産後免除」

という。）について、今般、日本年金機構が産前産後免除制度の利用を促進する

目的から、当該制度周知用のリーフレットを別添のとおり新たに作成したため、

今後は別添のリーフレットをご使用いただくよう、貴管内市区町村に対し周知

願います。 
なお、子ども家庭局母子保健課より各都道府県、保健所設置市及び特別区母子

保健主管部宛てに同様の事務連絡を発出予定であることを申し添えます。 
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事 務 連 絡 
令 和 ２ 年 ８ 月 2 4 日 

  都 道 府 県 
各 保健所設置市  母子保健主管部（局）御中 
  特 別 区 

 
 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

 

 

 
産前産後期間に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼） 

 
母子保健行政の推進につきましては、平素から格段の御配慮を賜り厚く御礼

申し上げます。 
今般、厚生労働省年金局事業管理課長より、産前産後期間に係る国民年金保険

料の免除（以下、「産前産後免除」という。）の利用を促進する目的から、別添の

とおり事務連絡が発出されました。 
つきましては、市区町村の担当部署においては、市区町村窓口にて今後は別添

のリーフレットをご活用いただくようご協力をお願いいたします。 
また、都道府県におかれましては、貴管内市町村（保健所設置市・特別区を除

く）及び医療機関等関係機関への周知につきご配慮いただきますようお願いい

たします。 
 
                記 

別添１：「国民年金第１号被保険者の産前産後期間に係る保険料免除制度の周知

について」 

 
別添２：「産前産後期に係る国民年金保険料の免除に関するチラシ」 
 
参考：「産前産後期に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼）」 

（平成 30 年 11 月８日母子保健課発出） 
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国民年金第１号被保険者で平成31年2月1日以降に出産された方へ

産前産後期間の国民年金
保険料が免除されます！
産前産後期間の国民年金保険料免除制度は、次世代育成支援の観点から国民年金
第１号被保険者※が出産をされた際、産前産後の国民年金保険料が一定期間免除
される制度です。早めの届出をお勧めします。 

■

�

産前産後期間の免除制度は、「保険料免除された期
間」も保険料を納付したものとして老齢基礎年金
の受給額に反映されます。
国民年金の保険料免除は全額免除の場合、将来の給付額は
全額納付時と比べ２分の１となります。

■産前産後期間は付加保険料が納付できます。

■産前産後期間の保険料を前納している場合、全
額還付（返金）されます。

■出産予定日の６か月前から届出ができ、手続きには書類が必要です。（裏面参照）
■平成31年2月1日以降の出産であれば、出産後の届出はいつでも可能です。
■届出先は、お住いの市（区）役所または町村役場の国民年金担当窓口となります。
郵送でも手続きできます。

＼ ／�現在、保険料免除制度を利用されて
いる方も手続きしてください！

単胎の方
３か月前 ２か月前 １か月前 １か月後

国民年金納付者※

※現在まで全額納付の方

現在の免除制度
（全額免除の場合）

産前産後期間の
免除制度

２か月後 ３か月後

多胎の方

■出産予定日または、出産日が属する月の前月から４か月間の国民年金保険料が免除されます。
■多胎妊娠（２人以上の赤ちゃんを同時に妊娠）の場合は、出産予定日または出産日が属する月の３か月
前から最大６か月間の国民年金保険料が免除されます。
＊ 出産とは、妊娠85日（４か月）以上の出産をいいます。（死産、流産、早産された方を含みます）

■免除対象期間［色の付いた部分が免除期間］

※届出が出産後の場合「出産日」

※ 20歳以上60歳未満の自営業者・農林漁業者とその家族、学生、無職の人

国民年金の保険料免除の仕組み
保険料負担 年金受給額

免除制度の内容

届出しないと免除になりません

保険料納付が免除される期間

出産予定日※

出産予定日※

国庫負担分

国庫負担分

納付

免除 なし

免除

保険料分

保険料分

国庫負担分



よくあるご質問

手続きに必要なもの
❶ 申出書
　�日本年金機構ホームページ［国民年金被保険者関係届書（申出書）］から

いつでもダウンロードし、利用できます。年金事務所または、市区町村の
国民年金担当窓口に備え付けています。

❷母子健康手帳など※1（出産後は、市区町村で確認ができるため不要です）※2

※１　郵送で届書を提出する場合は、出産予定日が確認できるページのコピーを
　　添付してください。

※２　別世帯の子の場合のみ、出生証明書など出産日及び親子関係を明らかにす
　　る書類が必要です。 

⽇本年⾦機構ホームページ　https://www.nenkin.go.jp/

出産後の届出はできますか？Q1
出産後でも届出ができます。この場合の産前産後期間は、出産日の属する月の前月から翌々月までの4か月間
となります。なお、多胎妊娠の場合は、出産日の属する月の3か月前から翌々月までの6か月間となります。A1

平成31年3月に出産しました。何月分の保険料から免除が適用されますか？Q2
制度の施行が平成31年4月からですので、３月に出産した場合は、４月分と５月分の保険料が免除の適用とな
ります。A2

産前産後期間の免除は、年金額を計算するときにどのような期間として扱われますか？Q3

産前産後期間として認められた期間は保険料を納付したものとして老齢基礎年金の受給額に反映されます。A3

産前産後期間も将来の年金受取額を増やすために付加保険料を納付したいのですが…。Q4

産前産後期間は、他の免除制度とは異なり付加保険料を納付できます。A4

保険料を前納していますが、産前産後期間の保険料は戻ってきますか？Q5

保険料を前納されている場合、支払った保険料は全額還付（返金）されます。A5

１４
平成
令和

備考

産前産後免除
該当届

　１．希望する

　２．希望しない

⑩届書種類・番号

１．単胎　 　２．多胎単胎・多胎の別

* 4 1 0 0 0 0 0 *

⑬保険料納付申出の確認保険料
免除理由該当届

８

⑭納付書関連

　早期送付

　作成不要

⑨
外国人通称名

資格取得届

３

日本年金機構

以下のとおり届け出（申し出）ます。

市区町村長
日本年金機構理事長　あて

５．昭和

７．平成

⑪該当・申出年月日／出産（予定）日

１

⑫理由等

　０．２０歳到達（学生）
　１．資格取得届出もれ　
　２．２０歳到達
　３．厚生年金（共済含む）からの移行資格取得申出

市区町村

届出（申出）を行う「届書種類」に該当する番号を○で囲んだうえ、必要事項を記入してください。

資格喪失届 　１．厚生年金（共済含む）への移行
　２．任意加入対象者に該当
　３．その他
　４．任意喪失の申出資格喪失申出

年 月 日

４

５

付加保険料
納付・辞退申出

年 月 日

　１．納付の申出

　２．納付辞退の申出付加保険料
該当・非該当届

②
生年月日

１．男性

２．女性

月年 日

Ａ
．
被
保
険
者

２

　４．任意加入の申出
　５．その他

　１０．中国残留邦人等
　１１．外国からの転入

年 月 日

６

７

Ｂ
．
届
出
（
申
出
）
事
項

被保険者

との続柄　　　　　　　　　　　　　

⑥
電話番号

　 　 　－　 　－　　 　

種別変更届

①
個人番号

⑦
住所

③
氏名

㊞

　３．農業者年金の資格取得

　４．農業者年金の資格喪失

変更前住所

変更前氏名

届出者連絡先

個人番号をお持ちでない方が以下の届出を行う場合は、必要事項を記入してください。

（被保険者本人が自署の場合は押印不要）

⑤
郵便番号

⑧
国籍

平成
令和

平成
令和

平成
令和

（住民票上の通称）（外国籍の方のみ）

※ 市区町村・日本年金機構連絡欄

　５．期間満了
１０．中国残留邦人等非該当
１１．外国への転出

氏　 　名：　

：　 ．本人　 ．その他（　 　）

裏面の「提出にあたってのご注意」を参考のうえ記入してください。

ﾌﾘｶﾞﾅ

１．自宅　　 ３．勤務先

２．携帯電話 ４．その他

住所変更届

１３

⑩届書種類・番号 ⑪該当年月日

１１

⑫理由等

死亡届

年 月 日

年 月 日

１２
年 月 日

Ｃ
．
届
出
事
項

氏名変更届

平成
令和

平成
令和

平成
令和

令和　 　年　 　月　 　日

ﾌﾘｶﾞﾅ

２

１

（または基礎年金番号）

基礎年金番号（１０桁）で届出する場合は「①個人番号」に左詰めで記入してください。

④
性別

年金手帳
再交付申請

年 月 日

平成
令和

年 月 日

平成
令和

１０

　１．法第８９条第１号（障害基礎年金等）

　２．法第８９条第２号（生活扶助等）

　３．法第８９条第３号（国立療養所等）

　１．紛失

　２．破損（汚れ）

９．その他

　（　 　）

　 　 　－　 　－　　 　

１ ０４

様式コード

０

９保険料
免除理由消滅届

国民年金被保険者関係届書（申出書）

年 月 日

【国民年金被保険者関係届書（申出書）】
緑枠が、記入箇所になります。

○個人番号（マイナンバー）により届出を行う際の添付書類について
�届出者本人が窓口で届書を提出の場合、個人番号カード（マイナンバーカード）を提示くださ
い。お持ちでない場合は、以下の①および②を提示ください。

①マイナンバーが確認できる書類：個人番号の表示がある住民票の写し、通知カード（氏名、
住所等が住民票の記載と一致する場合に限る）

②身元（実存）確認書類：運転免許証、パスポート、在留カードなど

�なお、郵送で届書を提出する場合は、マイナンバーカードの両面または①および②のコピーを

添付してください。



 
 

事 務 連 絡 

平成 30 年 11 月 8 日 

   

 都 道 府 県  

各 保健所設置市 母子保健主管部（局）御中 

 特 別 区  

                        

 
厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

 

        

産前産後期間に係る国民年金保険料の免除の周知について（協力依頼） 

 

 

母子保健行政の推進につきましては、平素から格段の御配慮を賜り厚く御礼

申し上げます。 

今般、厚生労働省年金局事業管理課長より、産前産後期間に係る国民年金保

険料の免除（以下、「産前産後免除」という。）の周知について、別添のとお

り事務連絡が発出され、日本年金機構から、管轄地域にある市区町村窓口に対

して、リーフレットやポスターが配布されます。 

つきましては、市区町村の担当部署においては、市区町村窓口にて産前産後

免除制度のリーフレットの設置やポスターの掲示、また、母子健康手帳の交付

の際にリーフレットを配布し、産前産後免除制度について周知を行っていただ

くようご協力をお願いいたします。 

 また、都道府県におかれましては、貴管内市町村（保健所設置市・特別区を除

く）及び医療機関等関係機関への周知につきご配慮いただきますようお願いい

たします。 

 


